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1. 研究背景と研究目的 

医療現場では，医療従事者の確保が困難な状況にある．

特に働き方改革によって，2024 年度より医師にも時間外

労働の上限規制が適用された．これにともない，労働環境

が大きく変わる中で，医師の負担を減らすこと，労働時間

を削減することは重要な課題である． 

この問題に対する一つの解決策として，特定の医行為

(以下，特定行為)が行える看護師(以下，特定行為 Ns)の活

動がある．特定行為を看護師が担うことで，医師から看護

師へのタスクシフトが可能となり，医師の負担を減らすこ

とが期待できる．また，患者の状態変化に迅速に対応する

ために，医師よりも患者の観察頻度が高い特定行為 Ns の

活動は効果的である． 

しかし，臨床現場においては，1)特定行為 Ns の存在が

認知されていないこと，2)特定行為 Ns が実施する業務が

明確になっていないこと，3)特定行為 Ns の人数が増えな

いこと，4)特定行為 Ns によって力量も異なることから医

師にとっては不安が残ること，5)特定行為 Ns が活動する

運用体制が確立されてないことなど，特定行為 Ns の活動

には多くの課題があり，特定行為 Ns の活動を推進するた

めには，これらの臨床現場の課題を解決する必要がある． 

本研究では，特定行為 Ns の活動を推進するために，上

述した 5 つの課題に対応する取り組みを導出し，ロードマ

ップを作成する．さらに，その中から優先すべき取り組み

として特定行為 Ns の力量管理に焦点を当てる．そして，

特定行為の指定研修機関であり，10 名以上の特定行為 Ns

が在籍する I 病院(1000 床規模)を事例に，特定行為 Ns の

力量評価システムを構築し，特定行為 Ns の活動推進にお

ける有用性を検証することを目的とする． 

2. 従来研究と研究方法 

 従来研究の多くは，特定行為研修制度に関するもので，

病院における特定行為Nsの活動推進に関する研究は限ら

れている．山本ら[1]は，現状の特定行為 Ns が活動できて

いる要因は，1)病院の病床規模が大きいこと，2)病院が特

定行為研修の指定研修機関であることを示した．さらに，

病院の看護管理者は，特定行為研修の導入に，職種間の協

働の推進を期待していることを明らかにしたが，病院への

特定行為 Ns の導入・配置の進め方は検討していない． 

下野ら[2]は，医療業務における力量評価方法として，力

量評価項目とその運用にかかる機能で構成されるシステ

ムを，侵襲的手技と臨床検査業務に共通する形で示した．

しかし，力量評価システムの具体的な運用フローは対象業

務や職種に合わせて検討する必要がある． 

本研究では，まず，特定行為 Ns の活動状況に関する事

例調査や現場へのヒアリングを通して，特定行為 Ns に関

わる課題を明確にする．つぎに，抽出された課題から特定

行為 Ns の活動を推進するための取り組みを導出し，ロー

ドマップを作成する．さらに，取り組みの 1 つである力量

管理において，特定行為 Ns の力量評価システムに必要な

機能を抽出し，力量評価システムの詳細設計と運用フロー

の構築を行う．そして，力量評価システムを提案し，特定

行為 Ns の活動推進における有用性を検証する． 

3. 特定行為 Nsの活動推進ロードマップの策定 

3.1. タスクシフトに関する課題の把握と必要な取り組み

の導出 

まず，特定行為 Ns へのタスクシフトに関する課題の把

握と必要な取り組みを導出するために，I 病院における特

定行為 Ns4 名へのインタビュー，特定行為に関する病院

内の会議記録 10 回(2023 年 5 月~2024 年 2 月)の分析，特

定行為を管理する委員会の委員長である医師と特定行為

推進担当の看護師へのヒアリングを行い，特定行為 Ns に

関わる課題を明らかにした．その結果を表 1 に示す． 

表 1. 特定行為 Nsに関わる課題(一部) 

 

表 1 に示すように，計 42 個の課題を明らかにできた．

さらに，課題を 5 つに分類し，必要な取り組みとして，A)

周知，B)業務の明確化，C)人員増員，D)力量管理，E)運用

体制の構築の 5 つを導出した．これにより，特定行為 Ns

へのタスクシフトが進まない具体的な課題と，必要な取り

組みを明らかにした． 

3.2. ロードマップの策定 

表 1 で抽出した取り組みをもとに，特定行為 Ns の活動

を推進するためのロードマップを作成した．まず，特定行

分類 No. 課題

1 特定行為Nsの普及による周囲の認知がされてない

2 医師が特定行為Nsを理解しておらず効果的に活用できない

3 特定行為Nsの活用意義がわからず周知につながっていない

業務ニーズの明確化 4 特定行為の業務ニーズが明確になっていない

5 特定行為Nsの特定行為実施に関するルールが存在しない

6 特定行為Nsが診療科にいる際といない際の活動の仕方が明確でない

7 特定行為Nsの数が少なく上手く機能していない

8 特定行為Nsをどう活動させればよいかわからない

9 特定行為の行為や手技の実施以外の活動の方法を検討する

10 特定行為を行う際に看護業務が疎かになる

11 特定行為Nsになりたい看護師が少ない

12 どれくらい必要なのか不明である

活用機会の増加 13 特定行為の実施機会が少ない

活用できる人員の増加 14 特定行為Nsの実施に携われる人が限られている

15 1人1人の特定行為Nsの力量を見て指示を変化させるのは理想だが，難しい

16 医師が特定行為Nsの力量を把握しきれていない

17 特定行為Nsの力量によって業務の差が起きること

18 医師にとっては、どれだけ特定行為Nsが医師の思考過程を理解できているかわからない

患者病態の管理 19 患者の病態レベルが区分できていない

20 実施開始後のルールが存在しない

21 研修後のカリキュラムが存在しない

22 仕事が行いやすい環境になっていない

23 特定行為だけでなく医師を含む医療チームへの提言力も必要

24 処置に伴うトラブルは指導医に監督責任があるのか(責任の所在)

25 医師との信頼関係を構築する必要がある
医師との信頼関係

C 人員増員

特定行為Nsの人員を増加

D 力量管理(教育)

特定行為Nsの力量管理

教育(研修)

B 業務の明確化
業務範囲の明確化

取り組み

A 周知



 

 

為 Ns の活動を推進するための到達目標を決め，I 病院が

目指す方向を定めた．最終的な到達目標として，厚生労働

省が目標としている医師の負担軽減と，特定行為 Ns を活

用する最大の利点である，患者への迅速な医療サービスの

提供を設定した． 

つぎに，4 つのフェーズ(関心期，準備期，実行期，維持

期)を設定し，表 1 であげた各取り組みについて，最終目

標に到達するまでに段階的に実施すべきことを整理した．

図 1 に整理したロードマップの一部を示す． 

3.3. 優先すべき取り組みの選定 

特定行為 Ns の活動を推進するためには，従来特定行為

を行っていた医師が，看護師にタスクシフトさせる必要性

を理解することが重要である．そこで，I 病院の各診療科

の責任医師に対して行われた，特定行為のニーズ調査結果

を分析した．分析の結果，自診療科でニーズがある特定行

為であってもタスクシフトしない理由として，特定行為

Ns が「どの程度期待通りにできるか」，「業務をどこまで

理解しているか不明である」などがあげられ，医師が特定

行為Nsの力量に不安を感じていることが明らかになった． 

特定行為 Ns は，厚生労働省が指定する特定行為研修を

受講し，特定行為の知識および手技を習得することになっ

ており，その最終段階で複数の症例の実施結果に対して力

量が評価される．しかし，研修で取り上げる症例が限られ

ていることや，評価が患者背景や業務環境の異なる他施設

で行われることから，I 病院の実務を行う上での力量が備

わっていると判断するのは難しい． 

 このように，医師は実務を行う力量が備わっている特定

行為 Ns にタスクシフトしたいと考えており，I 病院で実

際に業務を指示する医師が力量評価を行う必要がある．し

たがって，そのための力量評価システムが求められる． 

そこで，3.2 節で作成したロードマップにおける 5 つの

取り組みのうち，優先すべき取り組みとして，特定行為 Ns

の力量管理に焦点を当てた．  

4. 特定行為 Nsの力量評価システム構築 

4.1. 力量評価システムに必要な機能の抽出 

 特定行為 Ns の力量評価システムを構築するにあたり， 

下野ら[2]を参考にした．力量評価は，評価対象者について

適切な力量評価結果を得ることであり，計画，準備，実施，

レビューにより行われる．これに基づき，特定行為 Ns の

力量評価システムに必要な機能を検討した．その結果を図

2 に示す． 

 

 

 

図 2. 力量評価システムに必要な機能 

図 2 で示したように，計画では，評価対象業務，力量評

価項目，力量レベル等を検討し，準備では，評価者，評価

時期，力量評価に使用するツール(以下，評価ツール)を検

討する．そして，実施では，計画，準備の内容をもとに力

量評価を行い，レビューでは，力量評価結果の確認を行う．

その後，力量評価結果について管理し，特定行為 Ns の次

回の力量評価の計画において，評価対象業務や力量レベル

の判断に使用する．これらの機能の中で，特に力量評価項

目，力量レベルの定義，評価ツールを詳細に検討すること

で，力量評価システムを設計する． 

4.2. 力量評価システムの詳細設計 

4.2.1. 力量評価項目の作成 

力量評価項目の作成において，特定行為研修の最終段階

で使われる実習評価表を活用した．実習評価表は，特定行

為に関する知識を問うだけでなく，手技や患者アセスメン

トの評価項目も含む．特定行為は一般的に，適応と禁忌の

確認，患者状態に合わせた計画と準備，実施，完了の確認，

合併症の確認を行う．これらを力量評価項目の評価の観点

として，実習評価表の評価項目を分類した． 

分類した結果をもとに，直接動脈穿刺法による採血(以

下，A 採血)の事例で，力量評価項目を作成した．その結果

を表 2 に示す． 

表 2. A採血における力量評価項目(一部) 

 

 

被評価者

力量評価システム

計画 準備 実施 レビュー

評価対象業務・
力量定義の決定

評価に使用する
評価項目の設定

評価時期・頻
度の決定

評価日時・期
間・場所の決定

評価ツールの
準備

評価者の決定

手技の
実施評価

業務知識の把握
による評価

力量評価結果の
レビュー

力量評価項目の
改善点の抽出 力量評価

結果

力量評価結果
更新

力量評価項目
改善

患者状態の把
握による評価

評価後の
承認システム

No. 評価の観点 評価項目

【適応】
<動脈血液ガス分析を行う場合>
□直接動脈穿刺法による採血の必要性
□意識状態の悪化の有無
□血液低下
□SpO2
□チアノーゼ
□持続的な血圧モニタリングの必要性
□頻回の採血の必要性

【禁忌】
□穿刺部表面に外傷や感染がある場合
□穿刺部より末梢に虚血がある場合

【困難度】
□体動：穿刺中、体動が起こりそうであれば、固定を検討する

【リスク】

●出血傾向の有無
□SpO2血の変化
□不整脈の出現
□バイタルサインの変化
□意識レベルの低下

1 適応と禁忌の確認

2
患者状態に合わせた

計画

図 1. 特定行為 Nsの活動推進におけるロードマップ(一部) 

B) 業務の明確化

特定行為Nsの業務理解

→特定行為の実施手順や特定行為Nsの業

務範囲を把握する

特定行為Nsの役割の定義を検討

→特定行為Nsを効果的に活用できる業務

範囲の検討

特定行為Nsが活用できる業務範囲の定着

→特定行為Nsを活用するための業務を定

着させ，実施の遂行

特定行為Nsが他のNsへの指導

→自分の業務に追加で，更なる医師の負

担削減のために他Nsへの指導

医師の負担軽減と

患者への迅速な

医療サービスの提供

A) 周知

特定行為Nsの存在の確認・共有

→院内を中心に特定行為Nsの存在・目標

の共有

特定行為Nsの役割・効果の普及推進

→特定行為Nsの役割を明確化，活用に向

けた対策を各方面で準備

特定行為Nsの活用成功を委員会で共有

→一部診療科で成功した事例を共有，他

診療科での実施検討

病院内での成功例を病院全体へ共有

→全診療科で成功した事例の共有，特定

行為Nsの研修志願者の増大

取り組み
各フェーズにおける取り組み

関心期 準備期 実行期 維持期

<フェーズ1>

特定行為Nsの存在を理解し，普及推進を行う状態

(特定行為Nsが未活用な状態)

<フェーズ2>

特定行為Nsの役割を定義し，活用に向けた医療体

制の構築を目指す状態

一次要件：特定行為Nsへの認知度・理解度の向上

二次要件：

・特定行為に関する文献調査

・院内での特定行為Nsの活用委員会の設置

<

フ

ェ

ー

<フェーズ3>

特定行為Nsの活用の成功事例を作成し，定着させ

ていく状態

<フェーズ4>

特定行為Nsが自らの役割を果たし，日々より良く

改善する状態

一次要件：特定行為Nsを活用するための役割・課題の把握

二次要件：

・特定行為Nsを活用するための必要要素の把握

・特定行為Nsの役割の明確化

一

次

要

件

一次要件：特定行為Nsが一部の診療科で実施し，活用

推進の検証

二次要件：

・特定行為Nsの実施効果を確認

・特定行為Nsを活用するための実施環境が整備

一次要件：患者へ迅速に医療を提供でき，活用の継続が確立

二次要件：

・問題を抽出し，改善活動の推進

・特定行為Nsの病院にもたらす効果を院外へ普及推進



 

 

4.2.2. 力量レベルの定義 

評価の基準となる力量レベルについて，下野ら[2]によ

る定義を参考にし，I 病院で医師の力量評価およびそれを

応用した研修医の力量評価で使用されている基準を用い

て作成した．その結果を表 3 に示す． 

表 3. 特定行為 Nsにおける力量レベルの定義 
レベ

ル 

時期 概要 評価基準 活用状況 リスク 

1 研修

期 

見学でき

る 

研修修了時点 研修や訓

練の必要

性 

患者の状態によっ

てリスクが違うこ

とを理解できる 

2 訓練

期 

指導下の

下で実施

できる 

指導者のもと

なら実施を任

せられる(指導

が必ず必要) 

各診療科

で指導者

の下実践

し訓練 

患者の状態を理解

し，困難な場合は

医師に相談できる 

2+ 

(3) 

稼働

期 

1 人で実施

できる(確

認が必要) 

信頼して指示

できる 

どの診療

科でも活

動可能 

患者の状態を把握

し困難なケースを

避けられる 

表 3 に示すように，1，2，2+の 3 段階でレベルを分け

た．レベル 2+は，業務の遂行能力としては 1 人で実施で

きるとして定義されているレベル 3 に該当するものの，特

定行為Nsは医師による行為の実施確認が条件であるため，

レベル 2+と定義した．  

また，レベル 2+の評価を得れば，医師が特定行為 Ns を

信頼し，病院内の活動が可能になると考えられる．一方，

レベル 2+未満のレベルでは，1 人での実施はできず，医

師が信頼して任せる状態にないので，レベル 2+の評価を

得られるまで医師の指導のもと訓練を行うとした． 

4.2.3. 力量評価の評価ツールの作成 

4.2.1 項で作成した力量評価項目を，多忙な臨床現場に

おいて，医師が効率的に評価できるように，評価ツールを

検討した．医師の負担軽減と利便性の向上のため，携帯端

末でも表示や入力が容易な Web アンケートツールを用い

て，質問に答える形にした． 

また，「意識状態の悪化の有無」，「血液低下」など，表

2 で作成した力量評価項目を 1 つ 1 つ確認するのではな

く，「適応と禁忌を確認していたか」など評価の観点ごと

に，総合的に確認する質問項目を作成したことで，評価を

効率的に行うことが可能になった． 

4.2.4. 力量評価システムの運用フローの構築 

現場の医師や特定行為 Ns が，力量評価システムをどう

活用すべきかを具体的に理解するため，力量評価システム

の運用フローを検討する必要がある．そこで，力量評価シ

ステムを現場で円滑に実施するために，図 2 で示した力量

評価システムにおける実施からレビューまでについて整

理し，運用フローを作成した．その結果を図 3 に示す． 

 

図 3. 特定行為 Nsの力量評価システムの運用フロー 

図 3 には，力量評価システムを運用する際に関わる各職

種と，各職種で流れる情報，評価者や評価を行う時期と実

施手順を示している．これにより，医師や特定行為 Ns が

円滑に活動を進めることができる． 

4.3. 力量評価システム構築方法の提案 

4.2 節の検討内容を踏まえて，特定行為 Ns の力量評価

システム構築方法を以下のように提案する． 

Step1. 力量評価システムの詳細設計(4.2 節) 

Step1.1. 力量評価項目の作成(4.2.1 項) 

特定行為 Ns の実習評価表をもとに，適応と禁忌の確認，

患者状態に合わせた計画と準備，実施，完了の確認，合併

症の確認を考慮し，作成する． 

Step1.2. 力量レベルの定義(4.2.2 項) 

特定行為 Ns の力量を 3 段階に分け，レベルを定める． 

Step1.3. 力量評価の評価ツールの作成(4.2.3 項) 

Step1.1 と Step1.2 をもとに，Web アンケートツール上で

質問項目を作成し，評価ツールを作成する． 

Step1.4. 力量評価システムの運用フローの構築(4.2.4 項) 

図 3 の運用フロー図をもとに，作成した力量評価を現場で

実施する．手技及び業務知識，患者状態の把握による実施

評価を 3 回行い，全てでレベル 2+の評価を確認する． 

Step2. 力量評価システムの改善と力量評価結果の管理 

レベル 2+の評価を得られた特定行為 Ns は実施要件を満

たし，各診療科で実務が可能になる．これらをデータ管理

し，次回の力量評価に活用する． 

 この提案では，力量評価システムの運用フローも含めて

おり，実務上の実行性を考慮している．次章で，これを実

務に適用して検証する． 

5. 適用事例と検証 

5.1. 適用事例の選定 

力量評価システムを実務に適用して検証するため，38

の特定行為の中から事例を選定する．そこで，3.3 節で述

べた特定行為に関するニーズ調査結果を用いて，ニーズの

高い特定行為を分析した． 

 その結果，「呼吸器」，「動脈血液ガス分析」に関連する

7 個の行為でニーズが高く，特に「A採血」，「橈骨動脈ラ

インの確保(以下，Aライン)」は，I病院にこれらを実施で

きる特定行為 Ns が在籍するので，事例として選定した． 

5.2. 検証 

5.1 節で選定した事例に，提案した力量評価システムを

適用することで，力量評価システムについて，実践可能性

と妥当性，特定行為 Ns の活動推進における有効性を検証

した．その際，力量評価の試行と特定行為 Ns が現在所属

している診療科の責任医師 4 名へのヒアリング，特定行為

の実施件数の推移を分析した． 

まず，力量評価システムの実践可能性を検証するため，

提案した力量評価システムに従って，特定行為 Ns1 名に

A 採血の 3 症例を対象に，指示を行う医師に評価を行って

もらった．その結果，特に問題なく力量評価を実施できた．

これにより，力量評価システムの実践可能性を確認できた． 

つぎに，力量評価システムの妥当性と，特定行為 Ns の

活動推進における力量評価の有効性を検証するため，医師
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にヒアリングを行った．その結果を表 4 に示す． 

表 4. 医師へのヒアリング結果  

 

表 4 では，肯定的な回答に対しては「〇」，問題が考え

られる場合は「△」，特に問題がない場合は「－」で示し

た．力量評価システムに関しては大きな問題はなく，肯定

的な意見が得られたことから，妥当性を確認できた． 

また，表 4 で示すように，特定行為 Ns の活動推進にお

ける力量評価に関しては，多くの肯定的な回答が得られた．

そのほか，「特定行為 Ns の活動を推進するための 1 つの

要因になる」，「任せようと思っていたが，力量が分からな

かった」，「力量評価システムによって，この患者なら特定

行為Nsに任せられるといったタスクシフトの適用範囲を

考えるきっかけになった」などの意見を得ることができた． 

さらに，特定行為 Ns の活動推進における力量評価の有

効性を検証するため，特定行為実施件数の推移を分析した．

その結果を図 4 に示す． 

 

図 4. 特定行為実施件数 

図 4 に示すように，2024 年 5 月から A 採血の力量評価

を実施した結果，A 採血の実施件数が 5 月以降増加した．

同様に，Aラインでも力量評価を 2024 年 7 月から開始し，

実施件数が 7 月以降増加した．力量評価システムの運用を

開始してから実施件数が増えたこと，医師からも肯定的な

意見が得られたことから，特定行為 Ns の活動推進におけ

る有効性を確認できた． 

6. 考察 

6.1. 本研究の意義 

3.3 節で述べたように，特定行為 Ns にタスクシフトを

行おうとしている医師は，特定行為 Ns の力量を確認し，

力量のある特定行為 Ns に依頼したいと考えていた．これ

に対し本研究では，力量評価システムを開発し，その有用

性を検証した．このシステムを一部の特定行為で運用し，

その実施件数が増加したことから，力量評価システムは特

定行為 Ns の活動推進に意義があることを確認できた．  

医療業界では，厚生労働省[3]が 2025 年度までに特定行

為 Ns を 10 万人に増員することを目標としているが，現

時点で 1 割しか達成しておらず，特定行為 Ns の活動を推

進するための有効な取り組みや，特定行為 Ns を増員する

ための取り組みが検討されていなかった．そのため，本研

究で示したロードマップは，これまで明確でなかった特定

行為の活動推進の過程を具体化したことで，特定行為 Ns

の活動を推進する上での効果的な取り組みを検討する基

礎になると考えられる． 

 また，臨床現場では，日々の業務が多忙であり，力量評

価項目や運用フロー等も示されていないことから，特定行

為 Ns の力量評価を行うことは困難であった．そこで，力

量評価システムの運用フローを作成し，実務上の実行性を

考慮したことで，特定行為 Ns の力量評価を実施できたと

考えられる．さらに本研究では，4.2 節で示したように，

Web アンケートツールを用いることや質問項目の簡易化

によって，力量評価を効率的に行うことを可能にした． 

6.2. 力量評価システムの汎用性 

本研究では，38 の特定行為から実務に適用する事例と

して，A 採血と A ラインの 2 行為で力量評価システムの

有効性を示した．他の特定行為についても，実施内容が異

なるので力量評価項目を作成する必要はあるが，評価の観

点は同様であり，実習評価表を用いれば容易に作成できる．

また，評価ツールも同様に利用でき，運用フローは特定行

為に依存しない．したがって，他の特定行為に適用範囲を

広げることは可能である． 

他病院においても I 病院同様に，医師は特定行為 Ns の

力量を測ることの必要性を感じているが，医師が不足して

いることや手間がかかることから，力量評価を行えていな

いと考えられる．提案した力量評価システムは，I 病院に

固有の要素は活用していない．したがって，他病院でも提

案システムを活用すれば，比較的容易に力量評価を実施で

きると考えられる．  

7. 結論と今後の課題 

本研究では，特定行為 Ns の活動推進にあたり，病院の

課題を明確にし，行うべき取り組みをロードマップとして

整理した．そして，取り組みの 1 つである特定行為 Ns の

力量評価システムを構築し，その有効性を検証した． 

今後の課題としては，特定行為の他事例での実施，検証

を行い，力量評価システムの汎用性を検証することと，ロ

ードマップにおけるそのほかの取り組みが，特定行為 Ns

の活動推進に有効であるか確かめることがあげられる． 
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